
　相続は、行うべき手続きが多く期限が定められたものもあります。このため、「どんな手続き
を、いつまでに行う必要があるのか」といった全体感を把握したうえで取組むことが重要です。
また、相続人間で利害が対立し遺産分割協議が円滑に進まない場合に、相続税を計算する際の軽
減措置が利用できなかったり、相続が“争族”になってしまう可能性もあります。
　今回は相続手続きのポイントについてお伝えいたします。

知 っ て お き た い 　 相 続 の ポ イ ン ト

相 続 手 続 き の ス ケ ジ ュ ー ル に つ い て第１回

相続手続きのスケジュール

　相続手続きのうち、期限が定められた主なものは下図の通りです。
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主要な相続手続き

　次に、主要な手続きについて
見ていきましょう。

　⑴死亡届の提出
　死亡の事実を知った日か
ら７日以内、故人の死亡地・
本籍地または届出人の所在
地の役所に提出します。
　埋葬、火葬に必要な埋火葬
許可証も同時に申請するこ
とができ、不備がなければ、
死亡届の提出日に発行され
ます。

⑵各種公的制度に係る手続き
①公的年金の受給停止や遺
族年金の申請手続き
　国民年金は死亡日から
14 日以内に役所へ、厚生
年金は 10 日以内に年金事
務所へ、年金受給権者死亡
届（報告書）を提出します。
　公的年金の未支給分は、
相続財産とはならず相続人
の一時所得（50万円以内は
非課税）になります。
　遺族年金の申請期限は、
遺族基礎年金、遺族厚生年
金ともに支給事由が発生し
た日の翌日から5年です。

②国民健康保険や介護保険
の資格喪失手続き
　国民健康保険、介護保険、
後期高齢者医療保険の被保
険者であった場合には、14

日以内にその資格喪失届を
市区町村へ提出します。
　未納分は相続人へ請求さ
れ（相続税申告においては、
故人の債務扱い）還付にな
る場合は相続人へ支払われ
ます（相続税申告において
は、故人の財産扱い）。

⑶遺言書の有無の調査・検認手続き
　遺言書には、代表的なものと
して自筆証書遺言と公正証書
遺言とがあり、自筆証書遺言は
裁判所で開封のうえ検認を受
ける必要があります。検認と
は、相続人に対し遺言書の存在
を知らせるとともに、その内容
を明確にして、偽造を防止する
ための手続きです。遺言書が有
効か無効かを判断する手続き
ではありません。公正証書遺
言、法務局保管の自筆証書遺言

については、裁判所の検認手続
きは不要です。

　⑷相続人の調査
　金融機関での相続手続き
や不動産の相続登記手続き
等には、故人、相続人の戸籍
謄本が必要です。
　故人の出生から死亡まで
の連続した戸籍謄本を揃え
る必要があります。本籍地の
異動や婚姻関係によって戸
籍の転籍や除籍が生じてい
ると、その分必要な戸籍謄本
が多くなります。また、相続
人が異なる市区町村に本籍
を有している場合は、その市
区町村にも問い合わせて戸
籍謄本等を取得する必要が
あります。相続人が死亡し世
代が代わっている場合（代襲
相続）には、その旨が判るよ
う戸籍を辿っていく必要が
あります。
　法務局へ法定相続情報一

覧図（紙 1 枚）を登録し、戸籍
の代わりに用いることも考
えられます。法定相続情報一
覧図は、故人の相続関係を一
覧にしたものです。相続手続
きに用いることができます
が、取得するには相続手続き
に必要な戸籍謄本一式を揃

える必要があり、法務局に登
録する手間も発生します。

　⑸相続財産の調査と評価
　遺産分割を行うためには
相続財産を把握する必要が
あります。主な財産の種類ご
とに、以下のような調査方法
が考えられます。

死亡届

厚生年金の受給停止手続き

国民年金の受給停止手続き

国民健康保険や介護保険の資格喪失手続き

遺言書の検認

相続放棄、限定承認

準確定申告

遺産分割協議書の作成

相続税申告

相続登記 (2024 年 4 月以降 )
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※1 死亡届・相続放棄・限定承認・相続登記は相続の発生を知った時から
※2 期限はないが、相続放棄・限定承認・相続税の申告が必要な場合は各手続き前に完了させる
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不動産

金融資産
(負債 )

保険

固定資産税・都市計画税の納税通知書をもとに概要を把握しま
す。未登記物件や公衆用道路などを保有している場合、所有不動
産の把握漏れを防ぐために役所で保有物件一覧が記載されてい
る名寄帳を取得することをおすすめします。その後、対象物件に
ついて法務局で全部事項証明書を取得します。相続税評価と固
定資産税評価は異なる事もありますので、詳しくは専門家に確
認しましょう。

キャッシュカード、通帳、取引報告書、郵便物、メールなどから
取引金融機関を特定し、相続発生日における残高証明書の発
行依頼をします。貸金庫の契約有無についても確認しましょ
う。最近では、ネット銀行・証券など郵送物がなく、故人宛の
メールのみしか取引の有無を確認できない場合もありますの
で注意が必要です。

保険証券、通帳の保険料支払記録、郵便物、メールなどで確認
します。
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⑹相続放棄・限定承認
　故人の債務が資産を上回
る、故人に隠れた債務がある
かもしれないなどの理由で
相続放棄をしたい場合は、相
続開始を知った時から 3 ヵ
月以内に家庭裁判所へ届出
を行う必要があります。この
届出は相続人が単独で行う
ことができます。
　また、資産の範囲内で債務
を相続する限定承認も同様
の期限になりますが、届出は
相続人全員で行う必要があ
ります。

⑺準確定申告
　故人が事業や不動産の貸
付を行っていた、医療費が
10 万円超になり年金の源泉
徴収の還付を受けるなどの
場合には、準確定申告を相続

の開始を知った日から 4 ヵ
月以内に行う必要がありま
す。

⑻遺産分割協議と遺産分割
協議書の作成
　相続人が複数いて遺言書
がない場合（遺言書があって
も、相続人全員の同意の下に
遺言書とは違った分割に変
更することも可能。）、「誰が」
「どの資産を」「どれくらい」
相続するのかを話し合う遺
産分割協議を行い、その結果
をもとに遺産分割協議書を

作成する必要があります。遺
産分割協議書には、相続人全
員が印鑑証明を添付のうえ
署名と実印の押印を行いま
す。
　相続税の申告が見込まれ
る場合、遺産分割の内容に
よって一次相続時、二次相続
時の相続税額が大きく増減
します。二次相続を見据えた
遺産分割を検討することも
大切です。
　また、遺産分割協議書は不
動産の相続登記にも使われ

るため、不動産の全部事項証
明書の記載通り正確に作成
することが重要です。

⑼相続税の申告
　相続税の申告は、故人が死
亡したことを知った日の翌
日から 10 ヵ月以内に行う
ことになっています。例え
ば、6 月 15 日に死亡した場
合には翌年の 4 月 15 日が
申告期限になります。なお、
この期限が土曜日、日曜日、
祝日などに当たるときは、こ
れらの日の翌日が期限とな
ります。

　10 ヵ月を超えて申告した
場合、原則としてペナルティ
（無申告加算税等）が発生し
ます。その他にも相続税の軽
減制度が使えないといった
デメリットもあります。

⑽各種遺産の手続き
①銀行・証券会社取引の名義

変更・解約換金手続き

②生命保険金の請求手続き

③不動産の名義変更手続き

④自動車の名義変更手続きなど

相続手続きを放置すること
のデメリット

　2024 年 4 月から不動産の
相続登記（故人から相続人への
名義変更登記）が義務化され、
相続で不動産取得を知ってか
ら 3 年以内に相続登記を行わ
ない場合、10 万円以下の過料
が課される可能性があります。
　故人の預貯金や有価証券は、
金融機関が相続発生を知った
時点から相続手続きが完了す
るまでの間、入出金や解約・換
金が出来なくなります。

ご相談は最寄りの足利銀行へ

　足利銀行では、相続対策から相続発生後のサポートまで、お客さまからのご相談を承って
おります。ご不明な点やお困りごとがございましたら、休日ウェルスサロンや最寄りの支店
にぜひお気軽にご相談下さい。

執筆：株式会社キャピタル・アセット・プランニング

次回は相続手続きのポイントについて
具体的にお伝えいたします。


